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要旨 

 ポストモダン社会になり、国境を越える人の移動が日常的になり、日本社会も日本語以

外の言語使用者が増えつつある。しかし、まだ、一般的には方言コミュニティを含めた「日

本語」の単一言語話者コミュニティが主流で、全ての生活を日本語だけで済ますことが可

能な社会である。本研究は、このような「日本語コミュニティ」中心の日本社会の中で、

複言語使用者である駐日大使館勤務者が、それぞれの高度な言語レパートリーをどのよう

に管理・自己調整しているのかその一端を明らかにし、専門日本語教育のあり方への提案

をすることを目的とした。 

 研究の理論的枠組みは、「実際の言語使用者」を主役とし、マクロからミクロのレベルの

言語問題を扱う言語管理理論(Language Management Theory)とした。さらに、欧州の複言

語環境をもとに複言語使用者の「個人」の実際運用に焦点を当てた CEFRの提唱する複言語

主義（Plurilingualism）の立場から協力者の言語管理をミクロレベルのみならず、オープ

ンでマクロなレベルを含んだ複眼的な視点で分析することを目指した。 

 調査は、2011 年 6 月より８カ国 8名（男女各４名）の協力者を対象に半構造化インタビ

ューを行った。インタビューの使用言語は日本語とし、調整行動も見た。さらに 20〜60

代の 19カ国 26名（上記 8名を含む男性 14名女性 12名）の協力者に対して、業務に差し

支えない範囲でのゆるやかなフィールド調査・聞き取り調査を行った。本研究では、そこ

から得た文字化データ、フィールドノーツを領域（domain）ごとに分け、分析シートを作

成した。特に、関係者（person）との使用言語に焦点をあて、「私的」「職業的」領域にお

ける調整行動の特徴を個別性に注意しながらデータに密着した分析を心掛けた。 

 分析結果から、複言語使用者である駐日大使館勤務者は、日本語の単一言語使用者が主

流という日本社会の中で、Ｌ１・英語・日本語という３つの異なる機能を持つ共通語を中

心に、話す相手の言語レパートリーや参加コミュニティの状況に応じて、さまざまな自己

調整を行っていることが明らかになった。 

 L１の使用は、国の立場やアイデンティティを示すものであり、国・組織レベルのマクロ

な管理の影響を受けている。英語は、国際共通語であり、二国間、多国間関係の交渉の場

で使用する言語である。他の国では、作業言語として、あらゆる場面、「書き言葉」そして、

「話し言葉」の言語レパートリーとして万能のコミュニケーションツールである。しかし、

日本国内では、一部の上級管理職、国際担当者との業務を除き、英語でのやり取りには問

題がつきまとう。そのため、今までの使用と異なる調整と現地語である日本語が必要にな

る。特に、権力を持つ政治家、言語レパートリーを持たない現場の職員とのやり取りにお

ける英語不使用と、日本語使用の調整の意味は大きい。日本語の使用においては、解決で

きない問題も常にあり、その問題を軽減するための調整をしていることもわかった。 

 以上の分析結果から専門日本語教育では、日本語・敬語使用など言語的問題にばかり重

きをおくのではなく、ポライトネス・ストラテジー、不使用による問題の軽減や英語の活

用という視点を持つことが必要だと思われる。専門職の現場をよく知る学習者を主体とし、

実際に日本人との接触する課題を与えた上で、教室は調整方法を披露、検討、共有する場

とするプログラムの開発を検討すべきである。 
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